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人口構造の変化や激甚化する自然災害、都市間競争の激化など社会状況は大きく変わろうとしています。

これらの課題に対応 したまちづくりは、待ったなしの状況です。

本市では、名古屋市都市計画マスタープランにおいて「集約連携型都市構造」をめざすべき都市構造に位置

づけ、取組をすすめてきました。 この取組を加速化するために、「なごや集約連携型まちづくリプランJを 策定し、
都市再生特別措置法に基づく立地適正化計画制度を活用してまちづくりをすすめていさます。
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集約連携型都市構造とは

駅を中心とした歩いて暮らせる圏域に、商業・

業務・住宅・サービス・文化等の多様な都市

機能が適切に配置・連携されており、景観・

歴史・環境・防災に配慮された、魅力的で安

全な空間づくりがなされている都市構造です。

立地適正化計画制度とは

「コンパクトシティ・プラス。ネットワーク」の考え方に基づいて、

都市全体の観点から民間施設も含めた都市機能増進施設や

居住の立地誘導をはかる制度として、平成 26年 の都市再生
特別措置法の改正により創設された制度です。

立地適正化計画区域

市衝化区域等

計 画 に定 める主 な事 項

〉計画の区域及び基本的な方針

>居住誘導区域
都市の居住者の居住を誘導する区域

>都市機能誘導区域
都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域

>居住環境向上施設
居住誘導区域ごとにその立地を誘導すべき施設

(都市の居住者の日常生活に必要な施設で、居住環境の向上

に資するもの)

〉誘導施設

都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべさ都市機能増進施設

(都市の居住者の共同の福祉や利便のため必要な施設で、都市

機能の増進に著しく寄与するもの)

〉市が詰ずべき施策 。事業

>防災指針
都市の防災に関する機能の確保に関する指針
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人口構造の

変化 なごや集約連携型まちづくリプラン

目標年次を、20年程度先の令和 17(2035)年 頃として、

>都 市機 能 や居住 を誘 導 する範 囲
(都市機能誘導区域、居住誘導区域 )

レ各 区域 に誘導する施 設

(誘導施設、居住環境向上施設 )

などを定め、

>鉄道駅周辺(拠点や駅そば)に

必要な拠点施設の立 :也誘導

"地
域の状況に応じた居住の誘導

をすすめるものです。

まちづくり
プラン

集約連携型都市構造の実現に向けて

激甚化する

自然災害
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③辺 課題と対応の方向性

本市の状況をふまえ、今後のまちづくりに大きな影響を与えると考えられる課題と対応の方向性を示します。

主 な課 題

露地域別の社会増減数
(H2310～ H289の 5年間)

04万人 03万人 o2万人 o2万人

議市設建築物の建設年代別

延床面積
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対応の方向性

リエア時代に向けた都市ブランドの構築
>高 次都市機含しのさらなる強化をはかり、圏域全体の発展
をめざすとともに、東京圏への人口流出の抑制をはかる

必要がある

>り ニア中央新幹線の開業後の巨大都市圏の核として、

名 古屋 の特徴をいかした個性ある魅力と活力を高め、

広げていく必要がある

人 口 減 少 を見 据 えたまちづくりの推 進

>駅 そば生活圏×などの利便性が高い地域における人 口
減 少を抑制し、維持増加をはかる必要がある

>生 産 年齢人国の維持 につな lす るために、日常生活の
利 便 性・′l央 適性や都 市の魅 力・活力の向上をはかる

必要がある

高 齢 者 が元 気 で生 活 しやすい環 境 の構 築

>高 齢者が外出しやすい環境を構築する必要がある

>多 様な世代が居住するソーシヤルミックス※の促進を通して、
地域コミュニティの維持につとめる必要がある

ストックの利 用 を重 視 した成 熟 都 市 への転 換

>こ れまでのまちづくりで形成されてきた良質な住宅市街地や

住宅ストック等をいかしたまちづくりをすすめる必要がある

>居 住環境の改善が必要な地区については、都市基盤の整備
や老朽住宅等の適切な更新をはかる必要がある

都市の持続的な経営に資するまちづくりの推進

>将 来にわたつて持続的なまちづくりをすすめるために、必要
以上の市街地拡大の抑制などの計画 的な土地利用誘導

をはかる必要がある

環 境 に配 慮 したまちづくりの推 進

>都市活動を環境に配慮したものとするために、より環境負荷
が小さい都市構造をめざす必要がある

〉快適な都市環境の形成や生物多様性の保全をはかる必要

がある

市街地の広範囲に存在する災害 リスクヘの対応

>災 害被害を防ぐ都市基盤の整備をはかるとともに、災害
リスクを十分に認識した上での土地利用をはかる必要がある

〉長期的な視点で防災性の高い都市構造をめざす必要がある

>各 分野の担 当部局が連携を深め、災害リスクをふまえた
防災まちづくりに取り組む必要がある

多様 な主体をむすぶ新たなつながりの創出

レ多様な主体の連携による新たな価値を創出するために、
つながりを生み出すまちづくりをすすめる必要がある

※駅そば生活圏 :駅からおおむね 800mの圏域に地下鉄の環状線で囲まれる部分を合んだ範囲
※ソーシヤルミックス:年齢、職業、所得水準などが異なる社会階層の人々が同じ地域で交流して暮らせるようにすること
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基本方針と基本 的な区域

「集 約 連 携 型 都 市構 造」の実 現 に向 け、 効 果 的 に都 市 機 能 と居 住 の

誘 導 をはかるため、 課題 と対応 の方 向性 をふまえて設定 した計 画 の目標 と

基 本 方針 に基 づき、 基本 的な区域 とまちづくりの方 向性を定 めます。

′ を

き

基本方針

都 心や拠 点の魅 力向上 ettu出

―
交流の盛んな都心ゾーン、拠点の形成

1圏域を牽引する国際・産業交流機能の強化

藩まざまな世 代 が活 動 しやすいまちづくり
甘鉄道駅周辺で生活利便性や快適性の向上

・高齢者が安心して暮らすことができるまちづくり

成 熱 した市 衝 ナ也を活 用 したまちづくり
―利便性が高い鉄道駅周辺を中心とした既存住宅
ストック等の有効活用や機能更新
1居住地の持続性を高めるための世代間バランスを

考慮した新規来住の促進

ゆとりある郊外居住地の持続と新規 F汗珂発の抑制
―ゆとりとうるおいのある居住環境の持続

|ゆとりとうるおいの維持・創出や緑地の保全

災 害 リスクをふまえたまちづくり

.災客に備えた都市基盤の整備や耐震化の促進
―
災害リスクの内容と対応方法を認識した居住や
土地利用の促進

まちづくりの方向性

捌点蔀衛進

魅力があふれにぎわう交流拠点

多様な交流を生み出す高次都市機能

の集積

1良質な都市基盤をいかした質の高い

居住環境

基本的な区域

＼
ト
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ト

__:Ⅲミ

奈卜外市―街地

考慮

災害リスク  緑の保全

畿そ鎖幕鶴鑢

快適で利便性の高い居住環境

公共交通網を軸とした、歩いて

暮らせる快適な居住環境

既存ストックの有効活用や更新
による現状の人口水準の維持
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基本的萩区域の範囲
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【主な公共交通軸】

一 鏑
・ガイドウェイプヾス

ーー 基幹バス路線等

辞  F  韓 耳

Ｅ
避
Ｅ
軍
題

市街化調整区域

拠点市街地
市 内外 からアクセスしやすい拠 点 地 域

・都花ヽゾーン (おおむね」R中央線・東海道線、出来町通等で囲まれる区域で名古屋駅周辺等を含む区域)
・地域拠点 (交通結節機能等が高い鉄這駅 (24か所)の 400m圏域)

駅そば市街地
公共交通軸の周辺地域
・基幹的な公共交通網の周辺 (鉄道駅等の800m圏域、基幹バス路線等の 500m圏 域 )
・大規模な面整備等を行っている拠点 (志段味、南陽)の中心となる公共交通周辺

郊外市街地  上記以外の市街化区域

※住宅の建築を制限している範囲は除く(工業専用地域、臨港地区 (都市再生緊急整備地域の指定範囲を除く)、 流通業務地区)
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「ゆとり」と「うるおい」のある居住環境

空間的な「ゆとり」と自然豊かな
「うるおい」のある居住環境

人口減少がすすむ中でも良質で

持続的な居住環境の維持
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0 誘導 と誘導区域の考え方

笏物夕Z物物物物物物夕Z物物物笏 物紡多物物笏 多紡多幾多多多紡物物

基本的な区域における誘導と誘導区域の考え方

3～ 4ペ ージで設定 した拠点市街 地 、駅そば市街地、郊 外 市街 地をもとに、まちづくりの方 向性を
ふまえて、都 市機 能 及 び居住 の誘 導 の考 え方を整理 し、都 市機 能 誘導 区域 及 び居 住 誘 導 区域 を

設定する対象範 囲を示 します。
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拠 点 市街 地
基本的な区域

都心ゾーン 地 域 拠 点

まちづくりの方 向性

都市機能

居  住

魅力があふれにぎわう交流拠点

誘
導
の
考
え
方

名 古屋 大 都 市 圏の中心 として、

都市圏の魅力向上や産業競争力

の強化など、都市の国際競争力を

高める広域 的な拠点施設の重点

的な誘導をはかります。

都心ゾーン仝域を都市機能誘導

区域及び居住誘導区域の対象と

します。

交通結節機能が高い地域特性を

いかし、市民や近隣都市の人々の

生う舌利イ更性や生 活の質を高める

地域の拠点施設の重点的な誘導

をはかります。

地域拠点及びその周辺の駅そば

市街地の仝域を都市機能誘導

区域及び居住誘導区域の対象と

します。

将来 にわたつて人 口水準を維 持 するため、駅を中心 とした歩 いて暮 らせる

まちづくりを推進 し、市外から本 市への転 入やライフステージの変化 などに

よる転居等の機会を捉えた重点的な居住の誘導をはかります。

また、日常生活の中で利用する身近な日常生活施設が充実 している環境

を維持 し、不足する地域などでは必要に応 じて改善をはかります。

誘
導
区
域
の
考
え
方

基本的な区域

設定イメージ

都市機能誘導区域

対象範囲

居住誘導区域

対象範囲

拠点市街地
(都′じヽゾーン)

拠点市街地
(地域拠点)
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駅そぼ南衝士也

快適 で利便性の高 い居住環境

市内の多方面からのアクセスが容易である地域特性を

いかし、地域のニーズに応じて、市民の生活利便性や

生活の質を高める地域の拠点施設の駅近くへの誘導

をはかります。

将来にわたって人口水準を維持するため、駅を中心と

した歩いて暮らせるまちづくりを推進し、市外から本市

への転入やライフステージなどの変化による転居といつた

機会をとらえた重点的な居住の誘導をはかります。

また、居住環境を向上させるため、地域のニーズに応じて

日常生活施設の誘導をはかります。

公共交通を利用して来訪するさまざまな世代の歩行可能

距離等を考慮して、より駅に近い範囲を都市機能誘導

区域の対象とします。(鉄道駅等からの距離をもとに設定)

また、駅そば市街地の仝域を居住誘導区域の対象と

します。

都市機能
誘導区域

誘辱接域 L_

郊夕社南衝 地

「ゆとり」と「うるおい」のある居住環境

将来にわたリー定密度の市街地の持続が

見込まれるため、現在の市街地を基本に

ゆとりとうるおいのある居住環境の持続を

はかります。

また、日常生活施設の立地を維持し、不足

する地域などでは必要に応じて改善をはか

ります。

郊外市街地の金域を居住誘導区域の対象

とします。

6

都市機能誘導区域
の設定範囲

・鉄道駅等※

600m圏域

・基幹,ヾス路線等
500m圏域
※地域拠点となる駅は除く

駅そば市街地 郊外市街地
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誘導区域の設定にあたり考慮する要素(誘導区域に含めない範囲)

都市機能誘導区域及び居住誘導区域の設定にあたり、災害 リスクや緑の保全などを考慮します。

災 害 リスクが大 きい範 期 は居 住 誘 導 区域 に合 めないこととし、災 害 リスクや対 応 方 法 の重 点的な

理 解 促 進 により、災害 リスクをふまえた居住 の誘導 をはかります。

(災 害リスクが大きい範囲〉

圭砂災審 土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域

洪水浸水想定区域 (計画規模
×1)の
うち浸水深 3m以上の範囲

高潮浸水予想 (過去最大規模
×3)のうち浸水深 3m以上の範囲

2階床高以上の

浸水のおそれが

ある範囲

(内水,E濫
:2)
内水浸水範囲 (過去最大規模

×4)の
うち浸水深 3m以上の範囲

津波浸水範囲 (過去最大規模
×5)の
うち浸水深 2m以上の範囲

一般家屋の流出の

おそれがある範囲

×1 水防法に基づく計画規模等 (愛知県が作成した浸水予想区合む)
※2高潮、内水氾濫については、Ll(過去最大規模)で浸水深 3m以上の一定の範囲がないため、居住誘導区域外となる区域はない
×3 愛知県が設定した伊勢湾台風級規模で堤防が決壊しないケース
※4平成 22年に作成した本市独自のモデル (東海豪雨相当)
×5平成 26年に作成した本市独由のモデル

攀緑 の保全 の観 点から特別 緑 地 保全 地 区については居住 誘 導 区域 に合めないこととします。

撥低 未利 用の基盤未整備 地 区のうち、まとまりのある樹 林 地 などの自然的環境が残 る地 区においては

緑 の保 全 をはかる観 点 から、 既 存 の住 宅地 においてはゆとりとうるおいの維 持 ・創 出の観 点から

都 市機 能誘 導 区域及 び居住 誘 導 区域 に合めないこととします。

…具体的な範囲 :第一種低層住居専用地域のうち建蔽率 40%、 容積率 60%、 壁面後退 15mに指定されている範囲

(すでに土地区画整理事業に着手している範囲は除く)をもとに設定

低 層 住 宅 の市 街 地 が形 成 され、 衷好 な
=牡
義 境 を揉と すべな

'と

域 は都 市機 能 誘 導 区域 に合めない

こととします。

…具体的な範囲 :第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域

工塀等分iセ 科理舞導衰モ:=維 持と:=オ る輩りは都市機能誘導区域及び居住誘導区域に合めない

こととします。

…具体的な範囲 :工業地域

習
`「

■ ど(■ 1持 昇|:措 琶 法 幸 う浸 兵|:==を チ 導 工域 :こ 帝 定 とノなとit Oや 持i蕉|→ 建 黎 ■ 11段 〔′
=芥
て,箕 理

は都市機能誘導区域及び居住誘導区域に含めないこととします。

…具体的な範囲 :市街化調整区域、 工業専用地域、臨港地区、流通業務地区、保安林

上記に関わらず、 都市再生緊急整備地域や地区計画等の指定により、 都市機能や居住の誘導を

はかることが示されている地域は、 都市機能誘導区域及び居住誘導区域に合めることとします。

洪水

(高潮
ヤ
)

津波

そ
の
他

7

災
害

リ

ス
ク

緑
の
保
全



考慮する要素の位置図

r

√・B

考慮する要素 (合めない範囲)
if

||

都市機能
誘導区域

居住
誘導区域

災害
リスク 雨 災害リスクが大きい範囲

土砂災害のみ

合めない
含めない

‐  緑地の保全をはかる地域(特別緑地保全地区)

低未利用の基盤未整備地区

‐
t鍋蝸睡蟹離撥翻什司

合めない

合めない 合めない

そ.の他|

‐
良好な居住環境を保全すべき地域

(第一種 。第二種低層住居専用地域)

工場等の土地利用誘導または1維持をはかる地域

(工業地域)

法令等の規定により誘導区域を指定しない地域

〔嘉磐築霧乾蛋伊浜垂森
専用地域、臨港地区、〕

合めない

合めない 合めない

含めない 合めない

誘導区域設定にあたり考慮する要素としない

※上記に関わらず、都市再生緊急整備地域や地区計画等の指定により、都市機能や居住の誘導をはかることが示されている地域は

都市機能誘導区域及び居住誘導区域に合めることとします。
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③ 5誘 導区域と誘導する施設
基 本 的 な区域 、誘 導 と誘 導 区域 の考 え方 、考 慮 する要 素 をふまえて、都 市再 生特 別 措 置 法 に基 づく、

都 市機 能 誘 導 区域 と誘 導施 設 、居 住 誘 導 区域 と居住 環 境 向上 施 設 を設 定 します。

都 市 機 能 誘 導 区域

■麗目都市機能誘導区域

|■■ 拠点市街地

‐ 駅そば市街地

誘導施設

都市圏の魅力や産業競争力の強化等をはかる広域的な拠点施設及び市民の生活利便性や生活の質を高める

地域の拠点施設を「誘導施設」に設定し、特定用途誘導地区等の都市開発諸制度を活用し、都市機能誘導

区域内に誘導をはかります。

文化・スポーツ交流施設

劇場

映画館

観覧場

演芸場

多 目的ホール

博物館

美術館

図書館

生涯学習施設

スポーツ拠点施設

国際・産業交流施設

大学・短期大学

MICE施 設
バンケツトに対応した一定規模の

ホール等を有するホテル

イノベーション施設◇

外国語での教育・診療・保育に

対応した教育・医療・保育施設◇

地域魅力発信施設◇

八イグレードホテル×

高品質オフイス※

拠点的な行政サービス施設

区役所

まちの魅力や利便性の

向上に資する施設◆

災害対策に資する施設◆

地域のための備蓄倉庫など

子育て。高齢者交流施設

児童館、福祉会館

拠点的な医療施設

一般病床 200床以上の病院

各用途に供する床面積の合計が 500席 以上の施設に限ります。 (市長が指定する施設を除く)

◇の施設は、市長が指定する施設に限ります。

※の施設は、法定の誘導施設ではなく、本市が独自に定める誘導施設です。
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[注 ]
・土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域及び急傾斜地崩壊危険区域の指定により誘導区域外となる箇所は表示していません。

・道路・公園等の施設は住宅等と一体となって良好な居住環境を形成する施設であることから、居住誘導区域に含めていますが、今後、施設の整備

が予定されている場所を合め、施設内への居住の誘導をはかるものではありません。 (都市計画施設の区域等)

・詳細な区域の指定状況は、プラン本編の巻末資料または「名古屋市都市計画情報提供サービス」でご確認ください。

居 住 誘 導 区域

区域の外に

住めなくなるの ? 区〕成外への居住を規制

するものではありません。

転居等の機会に場所を
選ぶときの参考4券るよ
執ュ将来の部1市鰺

‐
連を

示すとともにt災曽り!スク
,線つイ果金憲ゼ、1地域|の |

咎ll生々テ里解した
'辞

住の
議導を1査ヵヽるとものです。

■匡]居住誘導区域

■■ 拠点市街地

■■ 駅そば市街地

螺饉 郊外市街地

居住環境 向上施設

日常生活の中で利用する身近な日常生活施設を「居住環境向上施設」に設定し、地域のニーズに応じて

居住環境向上用途誘導地区等の都市開発諸制度を活用することで、居住誘導区域内の駅そば市街地に

誘導します。

…
…
，神
Ｈ
引
鞘
‘ュ

子育て・教育 。福祉施設

幼稚園

認定こども園

老人デイサービスセンター

地域包括支援センター

児童発達支援指定事業所

放課後等デイサービス指定事業所

放課後児童クラブ

地域子育て支援拠点

子育て応援拠点

保育所

認可外保育施設

子育て・教育・福祉施設で通所を主目的とするもの
◇シェアオフイス・コワーキングスペース◇

医療施設

診療

文化・スポーツ施設

集会所、 カルチヤースクール、 スポーツスクールなど

所など

居住者の日常生活に必要な商業施設

日用品店、 コンビニ、飲食店、美容院など

その用途に供する各施設それぞれの床面積が 500活未満のものに限ります。 (ただし、医療施設、子育て'教育・福祉施設については、その用途の
イ
F上質から

市長がやむを得ないと認め、指定するものは500席以上とすることができます。)

◇の施設は、市長が指定する施設に限ります。

居住環境向上施設は届出制度の対象ではありません。
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施策の方向性

都 市機 能 と居 住 の誘 導 をはかるため、 各分 野 の個 別 計画 と連 携 しつつ、 基本方 針をふまえて施 策

を推 進 します。 施 策の推 進 にあたっては行政 が主体 となる取組 だけでなく、 地域の自主 的 なまちづくり

活動 による取 組 も促 進 します。

主な施策

都 心 や拠 点 の魅 鈎 向 _と つ創 臨

特定用途誘導地区をはじめとした容積率緩和

に関 する各種 施策 を複 合 的 に活用 し、拠 点

市街地の都市機能の誘導を促進 します。

回の税制・金融支援制度の活用 により、誘導

施設の立地誘導や機能更新等を促進します。

市民や来訪者の移動手段の多様化をすすめ、

都′己ヽゾーンの回遊性を高めます。

特定用途誘導地区制度活用イメージ

施設を整備 特定用途

基準容潰率
B

]

:ぃ ぃ

ホール

ロ

ロ

ロ

ロ

ロ
ロ

さまざまな世代が遼動しやまいまるづ照り

大規模 なマンシヨン建設等の市街 地 開発 に

あたっては、地域で不足する子育てなどの日常

生活施設の立地を促進します。

まちづくりの方向性に即した用途地域等の指定や

都市開発諸制度の活用等により、鉄道駅周辺

への都市機能や居住の誘導等をはかります。

にざわい空間の創出や歩行者中心の道路空間の

形成によリウォーカブルなまちづくりを推進します。

ウォーカブルなまちづくリイメージ

強l
4
去

t

.■
一 一 民 古 lt― 一 慕 孝 ― 一 一

一

空 i路 ――一
イー
ー
‐ヽ  と,学 ―・・ な す(用 地 イ ー ー Ⅲ

1寺 |
t ttt t

衛路 空間を再編 し歩行者 中心 に

出展 :「 名古屋 市都 市計画 マスタープラン 2030J

街路空間を活用した

にごわい宮け出

エリアマネツメントによる

地域の価値の向上
バーソナルモビリテイの
た行空Fョ弓

公 開空 地 の活 用

成 熟 した市街 歩也を活用 したまちづくり

リフォーム、リノペーシヨンなど既存の建物

ストックの活用に向けた′↑父言寸をおこないます。

低 未 利 用 化 した土地 について、生 活の質 や

利 イ更性 の向 上 につながる活 用 策 の検 討 を

おこないます。

ゆとりある郊沐居住地の持続と

新芸見開発の抑制

地 区計画等の活用 により、ゆとりの保全 を

はかります。

生産 緑地や市民緑地を活用 し、農地や緑地

の保 全をはかります。

災害 リスクをふまえたまちづくり

居住及び都市機能の誘導をはかるための防災

対策 ・安全確保策を推進します。

要安全酉己慮 区域の設定により、 災害 リスクの

周知をはかります。

関連取組¶
居住や都市機能の誘導のための防災指針ヘ

区域設定イメージ

浸水 液l+4L等

の程蔵

[大 J

三中:

|′J｀ J

王仁] [高]発 生頻度
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関連取組¶ 居住や都市機能の誘導のための防災指針

防災指針 とは、居住 誘導 区域 においては住 宅の、都 市機 能 誘 導 区域 においては誘導施 設 の立 地 の

誘導をはかるための都市の防災機能の確保 に関する指針です。 八ザード情報 と都市の情報を重ねあわせた

災害 リスク分析を行い、具体的な取組を整理 します。

災害リスク分析

災害リスク分析は、八ザード情報と都市の情報を重ねあわせ、災害リスクの見える化を行います。

浸水深

(洪水、内水氾承 高潮、朝

住宅の階数 垂直避難ができるか

人戸l分布
八ザードエリア内における
人国の把握

液状化可能性
(誹化)

浸水継続時間

(洪水、内水氾濫、高潮)

事業所数。従業彙数

防災。医療例点施設

八ザードエリア内における
事業所の把握

施設の継続利用ができるか

頻度ごとの浸水想定の把握

液状化可能性

(澱化)
公共施設

発生頻度ごとの浸水深の重ねあわせ (洪水)

都市の情報Aザード情報

分析の例

浸水深 (決水 Ll※ )× 建築物 (住宅)の階数

○ 垂直避難が困難な住宅が多い地域はどこか

浸水継続時間 (洪水 L2※)x防 災・医療拠点施設
○ 施設の継続利用ができるか

す

　

●

1階建…浸水深 05m双上
2階建 …浸水深 3m以上
3階建…浸水深 5m以上
を垂直遊難困難と設定

垂直進難
「
ナン蕉住モ

=」

合 (建条面積11合 )

.I単 20%未 ;再      ‐ 600/。 以上 80%未満

‐ 20°/傲 140%群  ‐ 80%以上
贈 40%以上 60°/O未満

O医療施設
O警祭者
▲ 消防署

浸水41続詩Fに く■水)

■ 12時間未高         ■ 7Z BI薩ウt上～4688孝翫未ぷ 1週 )
H121t闘方(比 ～24時 間ぺ淀(lE)■ 168 Et琵 ,く _L～ 336寺 司禾満(2三 )
部 248:Fぃ 以上-72聴「し未満(3日 )■ 336:立 五J沐二～

※ Ll:水防法等に基づく言1画規itt  L2:水 防法等に基づく想定最大規模
※ 上記の分析は一例であり、他の分析については「別冊 防災指針J及び名古屋市公式ウエブサイトの「災害リスク分析」を参照
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取組方針

取 組 方 針 として災害規模 や期 間に応 じて次 のとおり分類 します。

八 ザ ー ド在筆洞i 災 害 をできるだけ防 ぐ・減 らすための取 組    取組伊j:河川の整備、下水道基幹施設の整備

琴スク距:避   被害対象を減少させるための取組 取組例 :居住の誘導

薪スク爆滅  被害の軽減・早期復旧・復興のための取組
取組例 i八 ザードマップの周知・啓発

指定緊急避難場所及び指定遊難所の指定

事業継統計画の策定の支援

災害規模

L2規模

Ll規模

具体的な取組 E例 ]

夢スク無滅

被害の軽減・早期復旧・復興のための取組

一
拶スク題避

:   被害対象を減少させるための取組

■――八ザード低減
:   災害をて`きるだけ防ぐ・減らすための取組

期 間
将来

※あくまでイメージ図であり、災害や取組によつて国標 とする災害規模、期間等は異なります。

※災害規模については、今後、気候変動の影響等により変化があることに留意が必要です。

当面目標

取  組 取組主体
災害八ザード

洪水 1内水)巳濫1高潮 土 砂

八ザードイ氏減
河川の整備

下水道基幹施設の整備

国・県・市

リスク園避  1災害リスクをふまえた居住の誘導

住宅の浸水対策周知

八ザードマップの周知・啓発

指定緊急避難場所及び指定避難所の指定

要配慮者利用施設等における

避難確保計画作成の支援

事業継続計画の策定の支援

市 (市民

市 (市民

事業者 )

事業者 )

蓄スク1桑 減 中

市 (事 業者 )

市 (事 業者 )

※上記の取組は一例であり、その他の取組については名古屋市公式ウェブサイトの「事業一覧」を参照

評価指標 [例 ]

評価指標 現状値 (年度 )

洪水の計画規模 、 高潮 ・内水 氾濫の過去最大夫見模 (Ll)で の
浸水深 05m以 上の範 囲における垂直避難困難住 宅の密度

災 害 リスクが大きい範 囲の居住 人 口密度

55棟 /ha(令 和 4年 度 )

13

63人 /ha(令 和 4年 度 )



要安全配慮区域の設定

居 住誘導 区域 は災害 リスクを考慮 して設 定 しましたが、誘 導 区域 内においても一定以下の災 害 リスク

はあります。そのため、災害 リスクの内容や安全 に配慮 した居住方法の理解促進をはかることを目的として、

市独 自の区域 として「要安全配慮 区域」を設 定 します。

なお、要 安全 配慮 区域の設定にあたっては、浸水・土砂 と液状 化 を考慮 します。

要安全配慮区域

都市計画情韻提供サービスなどに

より、 災害 リスクのさらなる情親

提供を行い、 対策を検討していた

だく機会を増やします。

リスク

周 知

住宅の浸水対策チラシ

要安全配慮区域

□ 浸水・土砂 i匠筋 家屋倒壊等氾濫想定区域 ]

墨司 液状化

要 安全 配慮 区域 の範 囲

浸水 。土砂

‐ 要配慮 (大 )

咽 要配慮 (中 )

洪水、内水氾濫、高潮浸水想定区域のうち浸水深 3m以上の範囲 〈想定最大規模)

滓波災害警戒区域のうち浸水深 2m以上の範囲 〈想定最大規模〉

土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域

液状化可能性 (大 )(あらゆる可能性を考慮した最大クラス〉

洪水、内水氾濫、高潮浸水想定区域のうち浸水深 05m以上 3m未満の範囲
〈想定最大規模〉

津波災害警戒区域のうち浸水深 03m以上 2m未満の範囲
〈想定最大規模〉

液状化可能性 (中 )(あらゆる可能性を考慮した最大クラス)

液状化

2階床高以上の浸水のおそれがある範囲

一般家屋の流出のおそれがある範囲

液状化の危険度が極めて高い範囲

1砦床高以上の浸水のおそれがある範囲

津波における事前避難対象地域を参考
(浸水深 03m以上でおおむね30分以内に
津波が到達する地域に設定)

液状化の危険度が高い範囲

菱影%影霧弄蒻クタフクイク2完絃″ :差ぃ中i弊壁&4ダそ弾里
要
安
全
配
慮
区
域

観霞要配慮 (大 )

要閣じ慮 (中 )し`
,″

要
配
慮

（中
）

水
‥
砂
・

浸
…
主
・
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関連取組盈 低未利用上ナ也の有効活用に関する取組

低 未 利 用 土 地 に対 して適切 な管 理 と有 効 な活用 を促 進 し、良 好 な市 街 地 環 境 の形 成 やにぎわい

の創 出をはかります。

多″″″多″勿物移Z物物物物笏 物Z物物紡幾多彩″″″勿勿物物物物物物甥多″多彩ルタ多勿勿勿物物物物

低未利用上ナ也の禾l.l用及ぴ管理に関する指針

対象エリア 都 市機能誘導区域 内・居住誘導 区域 内

利用指針

地域の特色 や課題をふまえて、空家等や空地などの低未利用土地を活用 した以下の利用を推奨 します。

にぎわいや利便性向上に寄与する利用 [ 住宅やその他建物としての利用  オープンスペースとしての利用 ]

緑の創出に寄与する利用

災害リスクをふまえたまちづくりに寄与する利用

管理指針

空家等、 空地 については関連法令等 に基づき、適切な管理を行うことを求めます。

立地誘導促進施設協定制度

[]モ ンズ協定 ]

低未利用 上 地等を活用 して、地域 コミュニテイ等

が共 同で整 備・管 理 する空 間、施 設 について、

地権 者合意 による協 定を締結 できる制 度 です。

制度の活用が可能 となる区域

都市機能誘導 区域 内・居住誘導区域 内

制度活用イメージ

低未利用上地権利設定筆

促進計画制度

低未利用 土地の地権者 と利用希望者 とを行政

がコーディネートし、複 数の土地や建 物 に一括 して

利 用 権 等 を設 定 する計 画 を市 が作 成 することが

できる制度 です。

制度の活用が可能 となる区域

都市機能誘導 区域 内のうち市長が定める区域

鉾 濡蓮畿

地域の

広場に

鴬

低未利用

土地
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関連取組3集 約連携型都市構造の実現に向けた土地利用計画の運用
用途地域をはじめとする土地利用計画は、本プランに基づく誘導施策 により土地利用の誘導をはかると

ともに、土地利用状況の変化に応じて用途地域等を見直す際には基本 的な区域 (拠 点市街地・駅そば

市街地・郊外市街地 )や 誘導区域を考慮するなど、本プランと連動 した運用とし、集約連携型都市構造

の実現をはかります。

| ■llI I■

CI、 ec階 C lock

集約連携型

⊂lie(:k

本 プランに基 づき土 地 利 用 を誘 導  →  Check

l■ ||||■ Fililr■  ■
‐

=!■ ■
ユー|'■ ■ |

誘導区域内   誘導区域外
誘導施策による  1  届出制度による
都市機能・居住の誘導 1都市機能・居住の誘導

(1:イ lo(fに

誘導成果に応じて計画を見直し →  都市機能 ・居住の集約を促進

誘導区域内   誘導区域外
必要に応じた

誘導区域の見直し

届出制度・誘導施策
による誘導

用途地域等による規制
都市開発諸制度等による誘導

→

集約連携型
まちづくり
プラン

土地利用

土地利用計画

集約誘導

都市開発諸制度等による
都市機能 居住の誘導

≫
拡大抑止

ヽ ×

▼

用途地域等の見直しによる
都市機能 ,居住の拡大抑止

タタタ
土地利用計画に関する施策の方向性

都 〒信機 能 の誘 導

拠点市街地

都心ゾーンにおいて、引き続き、特定

用途誘導地区等による誘導施策によ

り、広域的な拠点施設の誘導をはかり

ます。また、地域拠点においても、今後、

地域の拠点施設の誘導をはかるための

施策を展開します。

都市機能誘導区域内

引き続き、地域のニーズに応じて特定

用途誘導地区等の都市開発諸制度を

運用し、周辺環境への影響等を考慮

しながら誘導施設の誘導をはかります。

居 住 の誘 導

駅そば市街地

居住環境の向上をはかるため、地域のニーズに応じて居住環境向上

用途誘導地区等の都市開発諸制度を運用し、地域の特性や周辺環

境への影響等を考慮しながら居住環境向上施設の誘導をはかります。

郊外市街地

低未利用の基盤未整備地区において、都市計画による建築制限等

(用 途、容積率、建蔽率等 )を 維持することを基本 とし、過度な

市街地拡大の抑制をはかります。また、当該地区の既存の住宅地

等においては、敷地の集約化促進や細分化抑制、緑化の推進により、

ゆとりとうるおいの維持・創出をはかる施策を検討します。

その他

都市基盤整備、土地利用状況の変化等による用途地域等の見直し

については、基本的な区域、誘導区域、周辺環境への影響等を考慮

して実施します。
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0フプランの評価
Z

進捗を評価する指標

本プランの推進 にあたり、評価指標 と将来の目標を設定します。また、評イ面}旨 標のほかにも、まちづくり

の状況を把握するさまざまな指標を確認していきます。

言平イ面す旨標 現  状
現状のまま

推移した際の推計 目  標

拠点市街地及び

駅そば市街地の人口密度
平成 27年 (2015年 ) 令和 17年 (2035年 ) 令和 17年 (2035年 )

物物 夕物笏 笏 ″ 笏 笏 物 物 勿 ″ 物 物 笏 多 勿 ″ 姦 笏 笏 笏 笏 ″ 笏
プランの推進と評価

84人 /ha 77人/ha  84人/ha以上

民間事業者等との連携をはかると

ともに、りニア中央新幹線の開業を

見据 え、都心 や拠 点の魅 力向上 `

創出について重点的に耳又り組みます。

平成 30年
2018年

各種調査結果を活用して都市の

動向をとらえるとともに、都市機能

や居住の誘導施策の取組状況を

把握し、おおむね 5年ごとにブランを

評 rЁ]します。

評価結果をふまえるとともに、

都 市 計 画 マスタープラン等 の

上位計画の見直し内容を反映

しながら、必要なプランの見直し

を行います。

令和 17年

2035年
20年程度先を見据えた計画

＼＼

Pian

計画

Do
実施

Check
評価

Check
言平イl面

Check
評価

評価 をふまえた

必 要 な見直し Check
評価

Check
評価

Check
冨平イ面
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本プランに基づく届 出制度について

●都市機能誘導区域外・区域内及び居住誘導区域外で次に示す行為を行おうとする場合には、都市

再生特別措置法の規定に基づき、行為に着手する30日 前までに市への届出が必要となります。

●届出により都市機能や居住の立地動向を把握します。

●災害リスクや緑の保全、工業系土地利用など誘導区域外となっている理由を示すとともに、「災害リス

クが大さい範囲 (7、 8ページ参照 )」 においては、届出にあわせて災害リスクに関する情報提供を行い、

災害リスクをふまえた居住や都市機能誘導をはかります。

□都 市機能誘導 区域外

都市再生特別措置法に基づいて定める

誘導施設を設置しようとする次の行為

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合

・建築物を改築し、または用途を変更して誘導施設を

有する建築物とする場合

・誘導施設を有する建築物の建築 目的の開発行為を

行おうとする場合

□ 都 市機能誘導区域 内

都市再生特別措置法に基づいて定める

誘導施設を休止、または廃止しようとする場合

□ 居住誘導 区域外

一定規模以上の住宅を設置しようとする

次の行為

・ 3戸 以上の住宅を新築しようとする場合

・建築物を改築し、または建築物の用途を変更して

3戸 以上の住宅とする場合

3戸 以上の住宅の建築目的の開発行為を行おうと
する場合

住宅の建築目的の開発行為を行おうとする場合で、
その規模が 1′ 000席 以上のもの

届
出
が
必
要
と
な
る
行
為

e

0
0

誘導区域外で建築等を行う場合に、何か

規市」があるのですか ?

誘導区域外における誘導施設や住宅の

建築を規舗りするものではありません。

この届 出を通して、 土地利用の動 向を

把握し今後のまちづくりに活用させていた

だいたり、 必要に応じて情報提供等をさ

せていただいたりします。

届出の対象となる住宅とはどのような

ものですか ?

「住 宅」とは、一 戸 建 て住 宅、長 屋、

共同住宅、兼用住宅をさします。

詳 しくは、建築基準法における住 宅の

取り扱いを参考にしてください。

敷地が誘導区域の内外にまたがりますが、届出

は必要ですか ?

届出の対象となる行為を行う敷地が誘導区域

の内外にまたがる場合は、誘導区域外での行為

とみなしますので、以下の耳又り才及いとします。

□ 都市機能誘導区域内外にまたがる

誘導施設の開発又は建築行為
→届出必要

図 都市機能誘導区域内外にまたがる

誘導施設の体止又は廃止
→届出不要

□ 居住誘導区域内外にまたがる
一定規模以上の住宅の開発又は建築行為
→届出必要

居住誘導区域外に 3戸の建売住宅を建築する
場合に届出は必要ですか ?

同一の方が同時期に隣接する土地で戸建て

住宅を建築する場合で戸数が3戸以上の場合
は届出が必要です。

0
0

①

0
0
9
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